　　　　安保６０年と日本国憲法−安倍なき安倍政治は許さない−
　　　　２０２０年秋の憲法講座講演　２０２０．１０．０４．渡辺治
はじめに
　安倍首相辞任と｢安倍政権の継承｣謳う菅内閣の誕生
　安倍首相を退陣に追い込んだ２つの要因
　１）安倍改憲に反対する運動の頑張りで｢２０２０年までに｣という安倍改憲のもくろみ破綻
　２）安倍政治が続けてきた新自由主義政治の結果、コロナ対処の無力
　しかし、「安倍政治」「安倍改憲」は、安倍の思いつきではなく自民党政権の宿願
　安倍が代わっても「安倍なき安倍政治」「安倍なき安倍改憲」は続く
　今年は安保改定６０年安保法制５年—安倍政権の時代は安保の軍事同盟化をめぐる特異な時代
　安倍政権時代、一方で安保の軍事同盟化の完成へ向けての策動、他方で対抗する共闘の闘い
　１）安保改定６０年で日米安保はどこまで来たか？
　２）安倍政権の７年９ヶ月で日米安保と改憲をめぐる攻防は？
　３）「安倍なき安倍改憲」は許さない−菅政権で改憲問題はどうなる？
１　日米安保はどこまで来たか？−安保と憲法のせめぎ合いの６０年
（０）日米安保の６０年をふり返る視点
　　安保条約の軍事同盟化の企図とそれを阻む憲法を武器にした運動のせめぎ合い
　　改定安保条約の軍事同盟化・２つのねらい
　　１）米軍が世界戦略遂行のため米軍基地を自由に使用できる体制をつくるというねらい
　　２）自衛隊が、米軍の世界を股にかけた軍事行動に武力行使も含めて加担するというねらい
　　憲法を武器にした運動が、それをどこまで阻み制約したか？
（１）前期（１９５２〜６０）旧安保時代
　（ａ）旧安保条約（資料１）−駐留軍の居座り、米軍基地の自由使用を容認する条約
　　　｢極東における平和と安全の維持に寄与｣を根拠に占領下の米軍の自由継続確保ねらう
   　　露骨な従属性・不平等性−日本防衛義務なし、内乱に介入、第３国の駐留認めず、
　（ｂ）それに対し、憲法を武器にした運動の台頭が米軍の「安定」した活動を認めず
　　　米軍基地拡張反対闘争−内灘闘争、砂川闘争の昂揚、沖縄の土地強奪反対闘争
　　　米軍基地の安定した、自由な使用の確保めざしてアメリカ側改定容認
（２）第１期（１９６０〜７８）改定安保のねらいを憲法運動が制約した時代
　（ａ）改定安保条約のねらい（資料２）
　　　１）自由な基地使用の確保—条約第６条＋密約
　　　２）日米共同作戦へ自衛隊の対米加担の一歩—条約第５条
　（ｂ）安保闘争の衝撃−共闘の力で改定強行許したが、岸退陣
　　　１）安保条約違憲論の力、｢伊達判決｣の影響力、アメリカの裁判介入と最高裁判決
　　　２）「安保条約改定阻止国民会議」の共闘による未曾有の反対運動の昂揚
　（ｃ）改定安保のねらいの実行にブレーキ
　　　アメリカ、日本の中立化を恐れて第２のねらいを当面断念
　　　第１のねらい、密約含めアジア地域の戦闘作戦行動のための米軍基地の自由使用確保、
　　　ベトナム侵略の出撃基地化をねらう
　　　自民党政権も、改憲、第２のねらいを断念
　（ｄ）平和運動、憲法運動の力で２）のねらいへの憲法上の歯止め
　　　ベトナム戦争反対の大衆運動＋国会での野党の追及＋自衛隊違憲訴訟の昂揚
　　　政府、安保の軍事同盟化に限界
　　　１）ベトナムへの自衛隊派兵はできず
　　　２）９条政府解釈−集団的自衛権行使不可解釈、自衛隊の海外派兵禁止
　　　３）憲法上の歯止め−非核三原則、武器輸出三原則、防衛費対ＧＮＰ１％枠
　（ｅ）沖縄返還と基地の維持
　　　祖国復帰運動で、沖縄への米軍の居座り困難に、「核抜き本土並み」、
　　　ただ、１）を確保するため、核密約、沖縄も安保条約の適用範囲にいれ、
（３）第２期（１９７８〜９０）軍事同盟化の策動の台頭と挫折の時代
　（ａ）７６大綱、７８年ガイドライン（資料３）で安保の軍事同盟化への動き
　　１）｢同盟｣化、第１のねらいでは、第７艦隊の中東出撃−｢極東｣の無意味化
　　　第２のねらい−７８ガイドラインで
　　　アメリカ、ニクソンドクトリン−朝鮮、台湾紛争への日本の支援
　　　「日本以外の極東における事態で日本の安全に重要な影響を与える場合の日米間の協力」
　　２）中曽根内閣−｢戦後政治の総決算｣−ＧＮＰ１％枠撤廃、有事法制、自衛隊の中東派兵の企図
　（ｂ）憲法運動による軍事同盟化の停滞
　　　７８ガイドラインの共同研究の停滞
　　　｢戦後政治の総決算｣の挫折、中東での機雷掃海の挫折
（４）第３期（１９９０〜２０１２）
　　−−安保のグローバル化・軍事同盟化と海外派兵反対、改憲阻止の運動拮抗の時代
　（ａ）冷戦終焉による軍事同盟化の衝動の本格的台頭
　　１）アメリカ１極化、｢世界の警察官｣、ボトムアップレビューで２つの地域で戦争する体制
　　　対日分担圧力−｢ともに血を流せ｣
　　　日本側も日米軍事同盟強化による大国化の衝動
　　　第１のねらいでは、｢極東｣から｢アジア・太平洋｣へ、グローバル安保、地理的限定なし
　　　第２のねらいでは、自衛隊海外派兵の強行、当面｢日本周辺｣、第２小期でイラク派兵
　　２）画期−９５大綱（資料４）日米安保共同宣言（資料５）９７ガイドライン（資料６）
　　　安保の適用範囲の改定・拡大−｢我が国周辺｣｢アジア太平洋地域の平和と安定｣、
　　　我が国｢周辺｣での米軍の戦闘作戦行動に自衛隊が後方支援
　　　９７ガイドライン（資料６）｢周辺事態｣における米軍の戦闘作戦行動への後方支援
　　　１９９９年、周辺事態法で法制化
　　　−｢我が国周辺｣の我が国の平和と安全に重要な影響を与える事態｣での米軍支援
　（ｂ）アメリカ側の不満と自衛隊派兵への圧力
　　　周辺事態法に大きな限界−我が国｢周辺｣、後方支援の中味、民間企業、自治体の支援義務
　　　第１次アーミテージレポート、２０００年１０月｢集団的自衛権禁止｣を取り払え
　（ｃ）９・１１、アフガニスタン戦争、イラク戦争と軍事同盟化の進行
　　　１）９・１１アフガン攻撃とアメリカの派兵圧力
　　　　テロ対策特措法による自衛隊のインド洋海域派兵
　　　２）有事法制によるアメリカの戦争への、自治体、企業の動員
　　　３）２００３、イラク戦争加担−イラク特措法によるイラクへの自衛隊派兵
　（ｄ）自衛隊イラク派兵反対の新たな市民運動の昂揚と野党の追及
　　　憲法上２つの限界が露わに
　　　１）集団的自衛権行使禁止、自衛隊海外派兵禁止で海外での武力行使はできない
　　　２）｢他国の武力行使と一体化した活動｣の禁止で、｢戦場｣に行けない限界
　（ｅ）憲法上の限界打破めざす初の改憲策動の台頭と九条の会運動による新たな改憲阻止の運動
　　１）自民党改憲策動−２００５年初の改憲草案
　　　第１次安倍政権と｢任期中の改憲｣公約、改憲手続法制定強行
　　２）２００４年、九条の会運動の出発、昂揚による改憲策動の阻止
２　安倍政権下での日米安保と憲法の対抗の新段階
（１）安倍政権の時代の特異性
　−−軍事同盟化への未曾有の策動と｢市民と野党の共闘｣の対峙の時代
　（ａ）安倍政権の７年９ヶ月の攻防
　　前半２年９ヶ月は、軍事同盟化の展開、後半５年は、改憲の停滞
　（ｂ）安倍政権、運動の抵抗でできなかった安保の軍事同盟化、軍事大国化の諸課題の強行
　　　軍事大国への歯止めの破壊−武器輸出三原則廃棄、防衛費増額、特定秘密保護法制定
　　　憲法９条による２つの限界の突破
　　　９条についての政府解釈改変、安保法制−集団的自衛権容認と、戦場への自衛隊派兵
　（ｃ）対抗する市民と野党の共闘の成立と持続
　　　安倍改憲の進行停止
（２）１５ガイドラインと安保法制−集団的自衛権、世界のあらゆる所への自衛隊派遣
　（ａ）画期としての１５ガイドライン（資料７）
　（ｂ）安保法制による軍事同盟への前進
　　　平和安全法制整備法（１０法案修正）
　　　　武力攻撃事態法改正｢存立危機事態｣、
　　　　自衛隊法改正、
　　　　周辺事態法改正−重要影響事態法
　　　　ＰＫＯ協力法改正
　　　国際平和支援法　｢国際社会の平和と安全を脅かす事態｣での自衛隊派兵
（３）アメリカ従属の軍事大国の完成めざした、安倍９条改憲
　（ａ）安保法制で、解釈改憲の｢天井｣まで、安保法制の発動に改めて９条の壁
　　　安保法制違憲訴訟、全国２５地域
　　　小手調べの、自衛隊南スーダン派遣への９条違憲の抗議と挫折
　（ｂ）日本のアメリカへの従属同盟の完成、従属的軍事大国、めざす
　　　自衛隊の海外での武力行使の合憲化
　（ｃ）切り札としての自衛隊明記論、４項目改憲イメージ
（４）市民と野党の共闘の形成・発展と安倍改憲阻止
　　総がかり行動実行委員会結成と安保法制反対の野党共闘の頑張り
　　安保法制反対の共闘から安保法制廃止の共闘へ、市民連合の結成、戦後初政治を変える共闘へ
　　安保法制の完全実施できず、改憲も停滞
　　市民と野党の共闘、市民アクション、安倍改憲を１６参院選以後も４年にわたって阻止
　　１９参院選では、改憲勢力３分の２を覆す
３　安倍なき安倍改憲は許さない−菅政権下の改憲問題
（１）安倍政権、最後のあがき
　（ａ）緊急事態改憲論−９条とセットで｢戦争体制｣
　（ｂ）敵基地攻撃能力論
　　　６月１８日記者会見
　　　９月１１日談話で縛り
（２）菅改憲、当面の焦点・敵基地攻撃力論−３つのねらい
　（ａ）自民党検討チーム提言（資料８）の新たな特徴
　　　自民党による敵基地攻撃力付与の主張は２００９、２０１３，２０１７年繰り返されてきた
　　　２０２０提言のこれまでの提言との違い
　　　①　いままでと違い、政府がイニシアティブ→党へ
　　　②　情勢分析において、北朝鮮に加え、中国名指しで、脅威対象に
　　　③　弾道ミサイル防衛とは別の章「抑止力向上の新たな取り組み」
　（ｂ）｢敵基地攻撃力付与論｣の３つのねらい
　　（ａ）安倍がすすめてきた解釈改憲の集大成と明文改憲の新たな突破口
　　　　米中の軍事的対決と緊張を機に
　　（ｂ）トランプ政権の要請に応えて、軍事同盟内でより大きな負担、戦争加担
　　　　トランプ、２０１９年６月｢日米安保条約破棄｣発言、｢不公平な合意｣
　　　　トランプ政権の要求−「盾」と「矛」の分担変更への一歩、
　　　　ケネスワインスタイン「能力をさらに強化し、同盟内で一層大きな役割を負うよう促す」
　　（ｃ）トランプ政権の圧力に応えて一層大量の兵器買い
　　　　敵基地攻撃力を持つには、
　　　　　ミサイル基地のリアルタイムの把握のため衛星監視システム
　　　　　敵の防空レーダー、ミサイルの無力化、発射施設攻撃のため、中距離巡航ミサイル
　　　安倍首相、今年中に敵基地攻撃力保持を決定するという点決め、次期政権に縛り
（３）菅政権と改憲課題
　（ａ）敵基地攻撃能力付与論、突破口
　　　安倍｢談話｣に基づき、年内に｢敵基地攻撃力｣保持の決定−岸信夫防衛大臣発言｢年末までに｣
　（ｂ）明文改憲でも安倍政権の遺言堅持の姿勢
　　　憲法改正推進本部長衛藤征士郎、衆院憲法審査会長細田へ、
　　　１０月臨時国会で改憲動かすもくろみ
　（ｃ）菅政権の新方式
　　　安倍首相退陣で、改憲への警戒心｢薄らぐ｣こと利用
　　　新国民民主党の動向−憲法改正草案づくり、山尾が調査会長
　　　維新の会の利用、取り込み
　　　自民党、改めて９条改憲にシフト−「自衛官　汗と涙と誇り　３・１１東日本大震災」
　　　「新型コロナ対策でも活躍する自衛隊」→「自衛隊はなぜ必要なの？」
（４）改めて改憲発議阻止の大運動と野党連合政権で改憲に終止符を
　（ａ）改憲発議阻止の緊急署名に全力で、安倍政治を変えようの声を街頭で！
　　　改憲阻止まであと一歩、安倍なき安倍改憲を絶対許さない、改めて改憲阻止緊急署名を！
　　　新型コロナ下で、くふうした活動を
　　　安倍政権の｢置き土産｣敵基地攻撃力論を必ず阻止する
　　　改憲阻止の声盛り上がれば、菅も、改憲を言うの難しくなる
（ｂ）共闘強化を政権の共闘へ−菅政権を選挙で倒し、改憲に終止符を
　　自公政権を変えることこそ、改憲の息の根止めるもっとも確実な手だて
　　｢安倍政治に代わる選択肢｣の方向はすでに出ている
　　次の総選挙へ向け、どんな日本、どんな地域をつくっていくのか、地域で大いに議論を
PAGE  
1

